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はじめに

　筆者は、2000 年代以降の日本・東アジア間の分業構造の一端を明ら

かにするという観点から、日本企業の海外事業活動について毎年度調査

している経済産業省編『我が国企業の海外事業活動』に基づいて、本誌

第 13 巻で在中国日系企業（製造業）の行動様式の特徴を、また同じく

本巻で在 ASEAN4（ASEAN4 とは原加盟国のうちシンガポールを除く

マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピンの 4 か国を指している）

日系企業（製造業）の行動様式の特徴を全日系企業や在アジア日系企業

と対比しつつ、（a）販売先別売上高構成、（b）調達先別仕入高構成、（c）

現地法人と日本の親企業間の企業内分業度、（d）現地法人と現地の日系

企業・地場企業間取引の状況、そして最後に（e）日本・中国間、日本・
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ASEAN4 間の貿易収支への影響という５つの側面から検討した（１）。そ

の際、全製造業、ならびに業種別では 2013 年度の在中国日系企業（製

造業）の売上高で 1 ～ 3 位を占める輸送機械、情報通信機械、電気機械

を考察対象業種とした（なお、全日系企業（製造業）と在 ASEAN4 日

系企業（製造業）の業種別売上高の順位は 1 位輸送機械、2 位情報通信

機械、3 位化学、4 位電気機械であった）。

　本稿も同様の方法で、いわゆる NIEs（新興工業経済群。一般に韓国、

台湾、香港、シンガポールを指す）2 カ国・2 地域のうち香港を除く

NIEs3（韓国、台湾、シンガポール）における日系企業（製造業）の行

動様式について考察することとする。その際、考察対象業種も全製造業、

輸送機械、情報通信機械、電気機械とする。ちなみに 2013 年度の在

NIEs3 日系企業（製造業）の売上高は 10 兆 5997 億円で、そのうち情報

通信機械が 1 位で 2 兆 918 億円（製造業全体の 19.7％）、輸送機械が 3

位で 1 兆 2561 億円（同 11.8％）、電気機械が 5 位で 4310 億円（同 4.1％）

となっている（2 位は化学で 2 兆 504 億円、19.3％、4 位は生産用機械

で 6178 億円、5.8％）。

　なお、在 NIEs 日系企業（製造業）について検討する際になぜ本稿で

は香港を除外しているのかについてここで若干説明をしておきたい。

　本稿で資料として主に利用する経済産業省編『我が国企業の海外事業

活動』では在香港日系企業の統計と在 NIEs3 日系企業の統計が別々に

掲載されている。したがって日系企業の行動様式について両者を別々に

検討することも、さらには韓国、台湾、香港、シンガポールの 2 カ国・

2 地域を合わせた NIEs4 について検討することも可能である。しかしな

がら、本稿では日系企業の販売・調達活動が日系企業所在地や日本の貿

易にどのような影響を及ぼしているのかを一つの重要な検討対象として

いるが、在香港日系企業の場合はそれが正確に把握できないという難点

がある。ここでは、その一例を日本からみた対香港貿易に占める在香港
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日系企業の比重から指摘してみてみたい。

　経済産業省編『我が国企業の海外事業活動』（第 44 回）によると、

2013 年度の在香港日系企業の日本への売上高（日本への輸出額）は 1

兆 8575 億円、日本からの仕入額（日本からの輸入額）は 2 兆 7985 億円

であった。同資料では調査票の記入方法として日系企業は日本・第三国

との対外取引では自社名義で通関手続きを行って直接輸出入した金額を

記入することになっている。これは、輸出は FOB 価格（本船渡し価格）

で、また輸入は CIF 価格（運賃・保険料込価格）で表示するという日

本の貿易統計作成方式と同じである。したがって、日本側からみれば運

賃・保険料分だけ日系企業の日本向け販売金額は日本の貿易統計におけ

る輸入額よりも少なく表示され、また日系企業の日本からの調達額は日

本の貿易統計における輸出額よりも多く表示されるということになる。

通常、FOB 価格は CIF 価格の 0.9 倍に相当するといわれているので、

日本側の統計では計算上は現地日系企業による日本からの調達額に 0.9

を乗じた額が日本の輸出額に、また現地日系企業による日本向け販売額

に 0.9 を除した額が日本の輸入額とみなすことができよう。

　したがって、計算上、2013 年度の日本からみた日本の在香港日系企

業向け輸出額は 2 兆 5187 億円（在香港日系企業による日本からの仕入

高 2 兆 7985 億円 ×0.9）、日本の在香港日系企業からの輸入額は 2 兆

639 億円（在香港日系企業による日本向け売上高 1 兆 8575 億円 ÷0.9）

ということになる。ところが財務省貿易統計によると（２）、2013 年度の

日本から香港への輸出額は 3 兆 7372 億円、輸入は 1532 億円であったか

ら、当該年度の日本の在香港日系企業からの輸入額は日本の香港からの

全輸入額の何と 13.5 倍に相当するというありえない数字になっている

（なお、日本の在香港日系企業への輸出額は日本の香港向け全輸出額の

67.4％であった）。

　この原因は、香港が中継貿易港に特化していて（香港の輸出はもっぱ
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ら再輸出によって占められ、地場輸出はわずか全輸出の 2％程度にすぎ

ない）、その香港の再輸出に関する貿易統計処理方法が香港と貿易相手

国とでは異なっているために、香港の貿易に関しては香港側貿易統計と

貿易相手国側統計との間に著しい乖離が生じていることによろう（３）。

たとえば、日本側統計では香港側統計と対比して日本の香港からの輸入

が極端に少ないのであるが、それは香港が第三国から輸入して日本に再

輸出した場合に日本側統計では香港からの輸入ではなく、第三国からの

輸入として処理していることによるものではないかと推定される。

　いずれにせよ、統計資料からみて日本の在香港日系企業からの輸入額

が日本の香港からの全輸入額よりもはるかに多いという矛盾があるため

に、本稿では香港を検討対象から除外することにした（シンガポールの

場合も再輸出が極めて多く、上述のような難点を抱えている可能性が高

いが、同国を分離した統計資料が得られないためにここでは検討対象に

加えている）。

　なお、本文で必要に応じて示される他地域所在の日系企業に関する統

計数値は特に出所を明示していないが、いずれも前掲資料『我が国企業

の海外活動』（各年版）に基づいていることをあらかじめ断っておきたい。

Ⅰ　製造業全体の行動様式

　表１は在 NIEs3 日系企業（製造業）の販売先別売上高・調達先別仕

入高構成を示している。これによれば、売上高は 2001 年度～ 2003 年度

平均の 5 兆 5244 億円から 2011 年度～ 2013 年度平均の 8 兆 6104 億円へ

と 1.56 倍、同じく仕入高は 3 兆 8209 億円から 5 兆 9025 億円へと 1.54

倍にとどまった。この伸び率は在アジア日系企業の伸び率（同期間に売

上高が 2.47 倍、仕入高が 2.42 倍）をかなり下回っており、その結果、

在 NIEs3 日系企業が在アジア日系企業に占める比重は同期間に売上高

では 24.3％から 15.3％へ、仕入高では 23.6％から 15.1％へと減少した。
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日系企業（製造業）にとってアジアに占める NIEs3 の地位はこの間に

大幅に低下していることになる。

（a）販売先別売上高構成

　在 NIEs3 日系企業の販売先別売上高構成は 2001 年度～ 2013 年度平

均で日本向け販売が 11.9％、現地販売が 57.4％、第三国向け販売が

30.7％であった。在アジア日系企業の場合はそれぞれ 19.6％、55.4％、

25.0％であったから、在 NIEs3 日系企業、在アジア日系企業ともに現地

販売が最も多く、第三国向け販売がそれに次ぎ、日本向け販売が最も少

なくなっている。ただし在 NIEs3 日系企業は在アジア日系企業に比べ

て相対的に日本向けの比重が低く、第三国向けが高くなっている。しか

も、近年ではさらに日本向け販売が低下し（2001 年度～ 2003 年度平均

の 16.8％から 2011 年度～ 2013 年度平均 9.7％へ）、第三国向け販売が増

加する傾向にある（2001 年度～ 2003 年平均の 26.9％から 2011 年度～

2013 年度平均の 35.1％へ）。

　なお日本の輸入額に占める日系企業の日本向け販売額の比率（B ／ I）

についてみると、2001 年度～ 2013 年度平均で在アジア日系企業が

29.8％であるのに対して、在 NIEs3 日系企業は 15.4％であった（ちなみ

に全日系企業は 15.3％、在中国日系企業は 23.1％、在 ASEAN4 日系企

業は 40.6％）。日本の NIEs3 からの輸入に占める日系企業の比重は他の

アジア所在の日系企業に比べて低く、世界全体平均とほぼ同じであると

いうことになる。

（b）調達先別仕入高構成

　2001 年度～ 2013 年度平均で在 NIEs3 日系企業の調達先別仕入高構成

は日本から調達が 34.3％、現地調達が 48.2％、第三国から調達が

17.5％、在アジア日系企業はそれぞれ 29.3％、56.8％、13.8％であった。

ともに多いほうから現地調達、日本から調達、第三国から調達という順

になっているが、在 NIEs3 日系企業は現地調達の比率が過半を割って
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おり在アジア日系企業に比べて相対的に低い（ただし、近年はどの地域

の日系企業も現地調達比率高めている。たとえば、在 NIEs3 日系企業

の場合は 2001 年度～ 2003 年度平均 47.1％から 2011 年度～ 2013 年度

50.9％へと増加している）。

　なお NIEs3 における日本の輸出額に占める日系企業からの調達額の

比率（F ／ X）は 2001 年度～ 2013 年度平均で 15.2％で、これは在アジ

ア日系企業 26.6％を大きく下回っている（同じく、全日系企業 29.8％、

在中国日系企業 27.2％、在 ASEAN4 日系企業が 48.1％）。

　日本の輸入額に占める日系企業の日本向け販売額の比率（B ／ I）と

日本の輸出額に占める日系企業の日本からの調達額の比率（F ／ X）を

併せ考えると、日本と NIEs3 間貿易では輸出入とも現地日系企業の占

める地位は他地域の日系企業に比べて全体的に低いことになる。

（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度

　在 NIEs3 日系企業の場合、2009 年度～ 2013 年度平均の企業内分業度

は日本向け販売で 90.1％、日本からの調達で 87.0％であった。全日系企

業ではそれぞれ 91.8％、90.6％、在アジア日系企業では 91.9％、86.8％

であり、大きな違いはない。また一般的にいって日本向け販売のほうが

日本からの調達よりも企業内分業度は高いが、在 NIEs3 日系企業もこ

れと同じ傾向を示している。

（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況

　まず現地販売についてみると、2009 年度～ 2013 年度平均で在 NIEs3

日系企業では日系企業向けが 15.1％、地場企業向けが 80.7％であった。

それに対して在アジア日系企業では日系企業向けが 42.1％、地場企業向

けが 53.7％であった（なお全日系企業ではそれぞれ 41.0％、54.8％、在

中国日系企業では 43.0％、53.0％であり、いずれも日系企業向けよりも

地場企業向けの比重のほうが高くなっている。それに対して在

ASEAN4 日系企業は逆に日系企業向けが 53.7％、地場企業向けが
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41.8％となっている）。在 NIEs3 日系企業の場合は他地域の日系企業と

対比して格段に地場企業向けの比重が高い。

　また現地調達に関しては 2009 年度～ 2013 年度平均で在 NIEs3 日系

企業では日系企業からが 28.9％、地場企業からが 64.8％、在アジア日系

企業ではそれぞれ 31.7％、63.4％であった（同じく、全日系企業ではそ

れ ぞ れ 35.3 ％、59.7 ％、 在 中 国 日 系 企 業 で は 29.4 ％、65.3 ％、 在

ASEAN4 日系企業では 39.7％、56.1％）。いずれの地域でも日系企業は

地場企業からの調達が過半を制しているが、とりわけ在 NIEs3 日系企

業では在中国日系企業と同じく、地場企業からの調達度は高い。

　在 NIEs3 日系企業の場合は現地販売は地場企業向け、現地調達も地

場企業からという構図がより顕著に表れている。

（e）日本・NIEs3 間の貿易収支への影響

① NIEs3 の貿易収支への影響

　在 NIEs3 日系企業の日本からの調達額（F）は常に日本向け販売額（B）

を上回っており、両者の差額（B － F）は 2001 年度～ 2013 年度平均で

8798 億円の赤字であった。在 NIEs3 日系企業の行動様式は基本的に所

在地にとって対日貿易収支を悪化させる要因となっている。他方で所在

地からみれば在 NIEs3 日系企業の対第三国向け販売額（D）は第三国か

らの調達額（H）を大きく上回っており、その黒字額（D － H）は 2001

年度～ 2013 年度平均で実に 1 兆 2887 億円に達している。しかもその黒

字額は 2007 年度を除いて常に対日取引の収支（B － F）赤字額を大き

く上回っている。こうした傾向は在アジア日系企業とほぼ同じである。

　在 NIEs3 日系企業の行動様式は日系企業所在地にとって対日貿易収

支を悪化させてはいるものの、貿易収支全体では黒字拡大、もしくは改

善要因となっていることになる。

　なお 2001 年度～ 2013 年度平均の（B ＋ D）／（F ＋ H） をみると、在

アジア日系企業では 142.1％（うち日本（B ／ F）91.9％、第三国（D ／
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H）248.3％）であったのに対して、在 NIEs3 日系企業では 115.8％（う

ち日本 48.7％、第三国 246.9％）であった。在 NIEs3 日系企業は対日貿

易収支の赤字度が高く、結果的に在アジア日系企業ほどには所在地の貿

易黒字拡大もしくは改善に貢献していないことになる。

②日本の貿易収支への影響

　日本の対アジア貿易収支（X － I）は常に黒字で、その黒字額は 2001

年度～ 2013 年度平均で 5 兆 8578 億円に上っている。他方で日本からみ

た在アジア日系企業による輸出額は平均して 7 兆 8382 億円（日本から

の調達額（F）8 兆 7091 億円 ×0.9）、輸入額は 8 兆 8951 億円（日本向

け販売額（B）8 兆 56 億円 ÷0.9）であったから、在アジア日系企業は

日本に 1 兆 569 億円もの赤字をもたらし、それだけ日本の対アジア貿易

収支（X － I）の黒字額を縮小させる要因となっていることになる。

　これに対して日本の対 NIEs3 貿易収支（X － I）も常に黒字を計上し、

2001 年度～ 2013 年度平均で黒字額は 5 兆 8573 億円に上っている。他

方で、日本からみた在 NIEs3 日系企業による輸出額は当該期間の年度

平均で 1 兆 5449 億円（日本からの調達額（F）1 兆 7165 億円 ×0.9）、

輸入額は 9297 億円（日本向け販売額（B）8367 億円 ÷0.9）であったか

ら、差し引き 6152 億円もの黒字をもたらしている。在アジア日系企業

の場合とは逆に、在 NIEs3 日系企業は日本の貿易収支の黒字をさらに

拡大させていることになる。

Ⅱ　輸送機械の行動様式

　表 2 は在 NIEs3 日系企業（輸送機械）の販売先別売上高・調達先別

仕入高構成を示している。在 NIEs3 日系企業は 2001 年度～ 2003 年度

から 2011 年度～ 2013 年度にかけて売上高は 1.27 倍（8612 億円から 1

兆 928 億円へ）、仕入高は 1.47 倍（5491 億円から 8077 億円へ）と増え

たものの、在アジア日系企業はそれを上回る伸び率を示したために（そ
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れぞれ 4.38 倍、4.59 倍）、当該期間において在 NIEs3 日系企業が在アジ

ア日系企業に占める比重は売上高で 16.5％から 4.8％へ、同じく仕入高

で 15.0％から 4.8％へと大幅に低下している。

（a）販売先別売上高構成

　2001 年度～ 2013 年度平均で在 NIEs3 日系企業では日本向け販売が

4.8％、現地販売が 83.1％、第三国向け販売が 12.2％であった。在アジア

日系企業ではそれぞれ 6.9％、68.6％、24.5％という構成比であった。在

NIEs3 日系企業は在 NIEs3 日系企業（製造業）全体と対比しても、ま

た在アジア日系企業（輸送機械）と対比しても、とりわけ現地販売の度

合いが高く、第三国向け販売の比重が低い。

（b）調達先別仕入高構成

　2001 年度～ 2013 年度平均で在アジア日系企業は日本から調達が

26.0％、現地調達が 68.0％、第三国から調達が 6.1％という構成比であっ

たのに対し、在 NIEs3 日系企業はそれぞれ 18.4％、73.4％、8.2％であっ

た。在アジア日系企業、在 NIEs3 日系企業とも調達先別仕入高構成比

はほぼ同じで現地調達が主流となっているが、在 NIEs3 日系企業のほ

うがさらに現地調達度は高く、逆に日本から調達が低くなっている。な

お、在 NIEs3 日系企業（製造業）全体と対比すると現地調達度はかな

り高く、逆に日本ならびに第三国からの調達度は低い。

（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度

　2009 年度～ 2013 年度平均で在 NIEs3 日系企業の企業内分業度は販売

が 93.7％、調達が 91.5％、同じく在アジア日系企業では販売が 94.7％、

調達が 91.5％であった。在 NIEs3 日系企業、在アジア日系企業とも製

造業全体平均よりも企業内分業度は高く、またいずれも販売のほうが調

達よりも企業内分業度が高い（なお、在中国日系企業では販売が

91.7％、調達が 96.5％で逆になっている）。

（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況

第 14 巻 —— 313



314 ——	 在 NIEs3日系企業（製造業）の行動様式 



第 14 巻 —— 315



　まず現地販売についてみると、2009 年度～ 2013 年度平均で在 NIEs3

日系企業では日本企業向けが 15.0%、地場企業向けが 80.8% で、在

NIEs3 日系企業（製造業）全体と同様に地場企業向けの比重が圧倒的に

高い。これは、地場企業向けの比重が半分程度にすぎない在アジア日系

企業（輸送機械）とは対照的である（日系企業向けが 45.5％、地場企業

向けが 51.5％）。

　また現地調達に関しては同期間平均で在 NIEs3 日系企業では日系企

業からが 7.6％、地場企業からが 90.2％で、また在アジア日系企業では

それぞれ 35.4％、61.1％であった。在 NIEs3 日系企業では在 NIEs3 日

系企業（製造業）全体ならびに在アジア日系企業（輸送機械）と対比し

て現地企業の占める比重は際立って高い。

　在 NIEs3 日系企業の場合、現地販売、現地調達とも現地企業との取

引の比重が極めて高いということが一つの大きな特徴となっている。

（e）日本・NIEs3 間の貿易収支への影響

① NIEs3 の貿易収支への影響

　在 NIEs3 日系企業による日本向け販売額と日本からの調達額との差

額（B － F）は、在 NIEs3 日系企業（製造業）全体と同様、常に赤字

であり（2001 年度～ 2013 年度平均で 845 億円の赤字）、在 NIEs3 日系

企業は所在地の対日貿易収支をさらに悪化させていることになる。しか

も、第三国向け販売額と第三国からの調達額との差額（D － H）は常に

黒字であるものの、その黒字額は（B － F）の赤字額を下回ることが多

い（2006 年度と 2012 年度、2013 年度を除く）。結果的に在 NIEs3 日系

企業の行動様式は所在地にとって貿易収支赤字要因、ないし悪化要因と

なっている。

　なお 2001 年度～ 2013 年度平均の（B ＋ D）／（F ＋ H） をみると、在

アジア日系企業では 131.9％（うち日本（B ／ F）35.5％、第三国（D ／

H）544.1％）、在 NIEs3 日系企業では 85.5％（うち日本 34.9％、第三国
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199.3％）であった。ともに対日貿易収支は赤字、対第三国貿易収支は

黒字であるが、全体の貿易収支では在アジア日系企業は黒字を、在

NIEs3 日系企業は赤字をもたらしていることになる。

②日本の貿易収支への影響

　日本からみた在 NIEs3 日系企業による輸出額は平均して 1167 億円（日

本からの調達額（F）1297 億円 ×0.9）、輸入額は 503 億円（日本向け販

売額（B）453 億円 ÷0.9）で、差し引き 664 億円の黒字であった。金額

は少ないが、在 NIEs3 日系企業の行動様式は日本の貿易収支黒字額を

拡大させていることになる。これは在 NIEs3 日系企業（製造業）全体

の傾向と同じである。

Ⅲ　情報通信機械の行動様式　

　在 NIEs3 日系企業日系企業（情報通信機械）の販売先別売上高・調

達先別仕入高構成を示した表 3 によれば、在 NIEs3 日系企業は 2001 年

度～ 2003 年度から 2011 年度～ 2013 年度にかけて売上高は 0.94 倍（1

兆 9513 億円から 1 兆 8374 億円へ）、仕入高は 0.84 倍（1 兆 5007 億円か

ら 1 兆 2538 億円へ）へと減少し、2013 年度時点で売上高 2 位の化学に

首位の座を奪われるのは時間の問題となっている。しかも在アジア日系

企業（情報通信機械）は同期間に売上高は 1.21 倍、調達額は 1.14 倍と

3 業種中最も低いとはいえともかくも増加したから、在 NIEs3 日系企業

が在アジア日系企業に占める比重は当該期間に売上高で 26.2％から

20.4％へ、仕入高で 26.3％から 19.3％へと低下した。

　アジア地域では在 ASEAN4 日系企業が在 NIEs3 日系企業と同様、当

該期間に売上高は 0.70 倍、仕入高は 0.64 倍へと減っているのに対して、

在中国日系企業は売上高は 3.01 倍、仕入高は 2.88 倍に増えたから、在

中国日系企業が在アジア日系企業に占める比重は売上高で 14.6％から

36.6％へ、仕入高で 14.6％から 37.1％へと上昇している。情報通信機械
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の場合、アジアでは日系企業は NIEs3 や ASEAN4 から中国に移転し、

生産を中国に集約させていることになる。ただし、全世界でも日系企業

は同期間に売上高で 0.78 倍、仕入高で 0.74 倍へと減少していることから、

情報通信機械は全体として海外生産から撤退を開始し中国に集約してい

る業種となっているといえよう。

（a）販売先別売上高構成

　在 NIEs3 日系企業の場合、2001 年度～ 2013 年度平均で日本向けが

20.9％、現地販売が 37.3％、第三国向けが 41.8％であった。第三国向け

が最も多く、日本向けが最も少ないことが特徴となっている（在アジア

日系企業はそれぞれ 37.8％、31.7％、30.5％であった）。ただし、近年で

は現地販売の比重が増えて最大の比重を占め（2011 年度～ 2013 年度平

均で 48.1％）、第三国向けが減っている（同じく 30.9％）。

（b）調達先別仕入高構成

　2001 年度～ 2013 年度平均で在 NIEs3 日系企業では日本から調達が

43.1％、現地調達が 28.5％、第三国から調達が同じく 28.5％、在アジア

日系企業ではそれぞれ 39.8％、35.5％、24.7％であった。現地調達が圧

倒的に多い輸送機械とは異なり、情報通信機械では日本からの調達が最

も多くなっている。第三国からの調達の比重も相対的に高く、近年では

現地調達を上回っている。しかもそのほとんどが同じアジアからの調達

によって占められている。情報通信機械の場合、アジア、NIEs3 では日

本、日系企業所在地、ならびに他のアジア地域間の調達ネットワークの

形成が他の業種に比べて進んでいるとみなすことができよう。

（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度

　2009 年度～ 2013 年度平均で在 NIEs3 日系企業の企業内分業度は販売

が 90.2％、調達が 88.1％、在アジア日系企業ではそれぞれ 93.7％、

86.5％であった。いずれも企業内分業度は販売のほうが調達よりも高く

なっている。ただし、在 NIEs3 日系企業は在アジア日系企業に比べて
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販売では低く、調達では高くなっている。

（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況

　まず現地販売については、2009 年度～ 2013 年度平均で在 NIEs3 日系

企業では日系企業向けが 17.0％、地場企業向けが 78.9％と地場企業向け

が圧倒的に多かった。これは日系企業向けが多い在中国日系企業（日系

企業向け 65.6%、地場企業向け 26.8%）や在 ASEAN4 日系企業（それ

ぞれ 61.8%、29.3%）とは異なる特徴である。

　また現地調達に関しては 2009 年度～ 2013 年度平均で在 NIEs3 日系

企業では日系企業からが 17.1％、地場企業からが 78.1％であった。地場

企業からの調達度は格段に高い。この点で日系企業からの調達のほうが

多い在中国日系企業（日系企業からが 50.0%、地場企業からが 40.4%）

や在 ASEAN4 日系企業（同じく 50.7%、41.8%）とは異なっている。

　現地取引に関して在中国日系企業や在 ASEAN4 日系企業では基本的

に販売も調達も現地の日系企業との取引が中心であるのに対して、在

NIEs3 日系企業では販売も調達も圧倒的に地場企業との取引が中心とい

う構図になっている。

（e）日本・NIEs3 間の貿易収支への影響

① NIEs3 の貿易収支への影響

　在 NIEs3 日系企業の日本向け販売額（B）は常に日本からの調達額（F）

を下回っており、両者の差額（B － F）は 2001 年度～ 2013 年度平均で

2350 億円の赤字であった。日系企業の行動様式は所在地にとって対日

貿易収支を悪化させる要因となっている。他方で対第三国向け販売額

（D）は第三国からの調達額（H）を大きく上回っており、その黒字額（D

－ H）は基本的に対日貿易収支の赤字額（B － F）を上回り（2001 年

度と 2011 年度を除く）、結果的に在 NIEs3 日系企業の行動様式は所在

地にとっては貿易収支の黒字拡大ないし改善要因となっている。

　なお 2001 年度～ 2013 年度平均の（B ＋ D）／（F ＋ H） をみると、在
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アジア日系企業では 137.3％（うち日本（B ／ F）123.3％、第三国（D

／ H）159.9％）であったのに対して、在 NIEs3 日系企業では 114.1％（う

ち日本 63.1％、第三国 191.3％）であった。

②日本の貿易収支への影響

　日本からみた在 NIEs3 日系企業による輸出額は平均して 5735 億円（日

本からの調達額（F）6372 億円 ×0.9）、輸入額は 4469 億円（日本向け

販売額（B）4022 億円 ÷0.9）、差し引き 1266 億円の黒字であった。こ

れは、赤字であった在アジア日系企業とは異なる。

Ⅳ　電気機械の行動様式

　在 NIEs3 日系企業（電気機械）の販売先別売上高・調達先別仕入高

構成を示した表 4 によれば、2001 年度～ 2003 年度から 2011 年度～

2013 年度にかけて売上高が 0.70 倍（4997 億円から 3499 億円へ）、仕入

高が 0.58 倍（3495 億円から 2040 億円へ）へと減少した。そのため、当

該期間に在 NIEs3 日系企業が在アジア日系企業に占める比重は売上高

で 21.1％から 10.2％へ、仕入高で 20.6％から 9.2％へと大幅に低下して

いる。

　この間、在中国日系企業は売上高、仕入高ともに増えていることから、

情報通信機械と同様、電気機械もアジアでは中国に集約させていること

になる。

（a）販売先別売上高構成

　在 NIEs3 日系企業の場合、2001 年度～ 2013 年度平均で日本向け販売

が 13.9％、現地販売が 50.6％、第三国向け販売が 35.5％であった。しかし、

近年その構成比は大きく変動し、2011 年度～ 2013 年度平均で日本向け

が 9.2％、現地販売が 43.4％、第三国向けが 47.4％となり、第三国向け

が現地販売を上回っている。在アジア日系企業の構成比の場合、2011

年度～ 2013 年度平均でそれぞれ 25.9％、47.9％、26.2％であったから、
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近年の在 NIEs3 日系企業における第三国向けの比重の増加はひとつの

大きな特徴といえよう。

（b）調達先別仕入高構成

　2001 年度～ 2013 年度平均で在 NIEs3 日系企業では日本から調達が

44.7％、現地調達が 30.9％、第三国から調達が 24.3％であった。在アジ

ア日系企業では同期間にそれぞれ 25.6％、56.4％、18.0％という構成で

あったから、在 NIEs3 日系企業は在アジア日系企業に比べて相対的に

日本から調達の比重が高く、現地調達は逆に低い。しかし近年その構成

比は大きく変動し、2011 年度～ 2013 年度平均でみると第三国からが

44.4％と最も多く、現地調達が 32.4％でそれに次ぎ、日本から調達が

23.2％と最も少なくなっている。

　販売先別売上高構成・調達先別仕入高構成とも、近年は第三国との取

引が最も大きくなっている。

（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度

　2009 年度～ 2013 年度平均で在 NIEs3 日系企業の企業内分業度は販売

が 92.7％、調達が 76.5％、また在アジア日系企業では販売が 95.5％、調

達が 68.3％であった。どの業種も企業内分業度は調達のほうが販売より

も低くなっているが、とりわけ電気機械ではその傾向が強い。

（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況

　現地販売については、2009 年度～ 2013 年度平均で在 NIEs3 日系企業

では日系企業向けが 32.2％、地場企業向けが 45.8％、在アジア日系企業

ではそれぞれ 40.9％、48.3％であった。在 NIEs3 日系企業は地場企業向

けが日本企業向けよりも多いという点で在アジア日系企業と同じであ

る。なお、日系企業向けと地場企業向けを合計しても 78.0％にとどまっ

ていることから（在アジア日系企業の場合は 89.2％）、残りの 22.0％は

現地の他の外資企業向けに販売していることになる。この比重は在

NIEs3 日系企業（製造業）全体平均 4.2％に比べて格段に高い。
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　また現地調達に関しては同期間平均で在 NIEs3 日系企業では日系企

業からが 10.6％、地場企業からが 62.6％、在アジア日系企業ではそれぞ

れ 26.6％、61.0％であった。ともに地場企業からの調達が 60％台前半を

占めている。日系企業からの調達はともに少ないが、特にそれは在

NIEs3 日系企業で顕著である。また日系企業からの調達と地場企業から

の調達を合計しても在 NIEs3 日系企業は 73.2% にとどまっていること

から、残りの 26.8% は NIEs3 に所在する他の外資企業からの調達とい

うことになる（同じく在アジア日系企業では 12.3％、また在 ASEAN4

日系企業では 19.6％であった）。

　電気機械の場合、販売先としても調達先としても日本以外の他の外資

企業の占める比重は相対的に高く、日系企業は現地において地場企業や

日系企業にとどまらず、他の外資企業とも盛んに取引を行っていること

を示している。

（e）日本・NIEs3 間の貿易収支への影響

① NIEs3 の貿易収支への影響

　在 NIEs3 日系企業の日本向け販売額（B）は 2013 年度を除いて常に

日本からの調達額（F）を下回っており、2001 年度～ 2013 年度平均で

800 億円の赤字であった（これは、恒常的に黒字であった在中国日系企

業、在 ASEAN4 日系企業とは異なる特徴となっている）。在 NIEs3 日

系企業は所在地の対日貿易収支を悪化させていることになる。他方で、

第三国向け販売額は第三国からの調達額を常に上回っており、2007 年

度以降はその黒字額は対日貿易収支の赤字を上回るようになっている。

　なお 2,001 年度～ 2013 年度平均の（B ＋ D）／（F ＋ H） をみると、在

NIEs3 日系企業は 104.9％（うち日本（B ／ F）45.5％、第三国（D ／ H）

214.2％）であった。在アジア日系企業では 179.7％（うち日本 145.2％、

第三国 228.8％）であったから、在 NIEs3 日系企業は所在地の貿易収支

の黒字拡大ないし改善にそれほど貢献していないことになる）。
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②日本の貿易収支への影響

　日本からみた在 NIEs3 日系企業による輸出額は平均で 1321 億円（日

本からの調達額（F）1468 億円 ×0.9）、輸入額は 742 億円（日本向け販

売額（B）668 億円 ÷0.9）、差し引き 579 億円の黒字であった。同じく、

日本からみた在アジア日系企業による輸出額は平均で 5804 億円（日本

からの調達額（F）6449 億円 ×0.9）、輸入額は 1 兆 408 億円（日本向け

販売額（B）9367 億円 ÷0.9）、差し引き 4604 億円もの赤字であったから、

在 NIEs3 日系企業は在アジア日系企業全体とは異なり、その行動様式

は日本に当該地域との貿易収支の黒字をさらに拡大させていることにな

る。

まとめ

　2000 年代以降、在 NIEs3 日系企業の売上高・仕入高が在アジア日系

企業に占める比重は製造業全体でも輸送機械、情報通信機械、電気機械

の 3 業種でも大幅に低下している。これは製造業全体ならびに輸送機械

では売上高・仕入高ともに増えてはいるものの、在中国日系企業や在

ASEAN4 日系企業ほどには増えなかったからであるが、情報通信機械

や電気機械では日系企業が NIEs3 から撤退して生産を縮小させた結果

であった。

　販売先別売上高構成についてみると、製造業全体では現地販売が最も

多く、第三国向けがそれに次ぎ、日本向けの比重が最も小さい。業種別

では輸送機械では現地販売が 80％を超えて圧倒的比重を占めているが、

電気機械では 50％程度にすぎず、情報通信機械では現地販売の比重は

第三国向けよりも少ない。ただし、最近は電気機械では第三国向けの比

重が現地販売を上回るようになり、逆に情報通信機械では現地販売の比

重が第三国向けを上回るようになっている。

　調達先別仕入高構成については製造業全体では現地調達が最も多くほ
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ぼ半分を占め、次いで日本から調達が 3 分の１程度を占めている。第三

国から調達が最も小さい。業種別にみると輸送機械では現地調達が圧倒

的比重を占め、しかも近年その比重をさらに高めている。情報通信機械

と電気機械では日本から調達がともに 40％台を占め最も多い。ただし、

電気機械ではその比重は大幅に低下し、近年では多い順に第三国からの

調達、現地調達となり、日本からの調達は最も低くなっている。

　なお日本と当該国間貿易に占める日系企業（製造業）の比重をみると、

NIEs3 は ASEAN4 や中国に比べてかなり低い。日本・NIEs3 間貿易で

は日系企業（製造業）の占める位置は相対的に低いことになる。

　販売・調達における現地法人と日本の親企業間の企業内分業度は極め

て高い（例外が電気機械の調達における企業内分業）。3 業種とも販売

よりも調達のほうが企業内分業度は低いが、特に電気機械でその傾向は

顕著である。輸送機械や情報通信機械では日系企業と日本の親企業以外

の企業との取引は 1 割前後にすぎないのに対して、電気機械ではそれが

相対的に高く 4 分の 1 弱を占めている。

　また販売・調達における現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引

についてみると、どの業種も販売・調達とも日系企業との取引よりも地

場企業との取引のほうが多くなっている。その度合いが最も高いのが輸

送機械で、情報機械がそれに次ぎ、電気機械が最も低い。なお、これと

の関連で現地法人と現地の非日系外資企業との取引比率についてみると

電気機械が販売で 22.0％、調達で 26.8％と最も多く、情報通信機械（そ

れぞれ 4.1％、4.8％）、輸送機械（同じく 4.2％、2.2％）を圧倒している。

電気機械では販売先としても調達先としても日本以外の他の外資企業の

占める比重は相対的に高く、日系企業は現地において現地企業や日系企

業にとどまらず、非日系外資企業とも盛んに取引を行っていることを示

している。

　貿易収支に関しては、日系企業所在地にとって 3 業種とも基本的に対
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日貿易収支は赤字で（2013 年度の電気機械が唯一の例外）、また対第三

国貿易収支は黒字であった（2003 年度の輸送機械が唯一の例外）。そし

て対日貿易収支を含む全貿易収支では全製造業で基本的に黒字で（2007

年度を除く）、情報通信機械も同様に黒字であった（2001 年度と 2011

年度を除く）。それに対して電気機械では 2007 年度以降に赤字から黒字

に転化し、また輸送機械では 2011 年度までは赤字であったが（2006 年

度を除く）、2012 年度からは黒字に転化している。在 NIEs3 日系企業の

行動様式は所在地に貿易収支の黒字拡大、もしくは改善に寄与している

ことになる。

　最後に日系企業の行動様式が日本の貿易収支に及ぼす影響についてみ

ると、全製造業ならびに輸送機械、情報通信機械、電気機械の 3 業種い

ずれも黒字であった。日本の対 NIEs3 貿易収支は黒字であるから、日

系企業は日本の貿易収支の黒字をさらに拡大させていることになる。

　在 NIEs3 日系企業（製造業）の行動様式については以上のようにま

とめることができよう。
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（注）

（1）拙稿「在中国日系企業（製造業）の行動様式」（奈良学園大学社会

科学学会『社会科学雑誌』第 13 巻、2015 年 12 月、所収）、「在

ASEAN4 日系企業（製造業）の行動様式」（同上、第 14 巻、2016 年

6 月、所収）。

（2）財務省の税関ホームページより（Web サイトは、www.customs.

go.jp/toukei/info/）引用。

（3）香港の貿易に関する香港側貿易統計と貿易相手国側統計との間の乖

離については、拙稿「東アジア域内貿易の展開と中国」（前掲『社会

科学雑誌』第 7 巻、2013 年 2 月）、31 ページ以下を参照されたい。
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